
 

 

 

 2018 年度事業活動報告（2018 年 4 月 1 日～2019 年 3 月 31 日） 

 

2016年 11月に設立以降、日本ファンドレイジング協会及び全国コミュニティ財団協会を

共同事務局とし、(1)情報発信事業、(2)相談窓口事業、(3)人材育成事業、(4)普及啓発事業

をサポートしている。 

 

全国の相談窓口 

公益財団法人 地域創造基金さなぶり  公益財団法人 みんなでつくる財団おかやま 

公益財団法人 ちばのＷＡ地域づくり基金 公益財団法人 佐賀未来創造基金 

認定 NPO法人 茨城 NPOセンター・コモンズ 公益財団法人 みらいファンド沖縄 

公益財団法人 長野県みらい基金 公益財団法人 パブリックリソース財団 

公益財団法人 ふじのくに未来財団 公益財団法人 日本財団 

公益財団法人 あいちコミュニティ財団 認定 NPO法人 日本ファンドレイジング協会 

公益財団法人 京都地域創造基金 認定 NPO法人 国際 NGO協力センター(JANIC) 

公益財団法人 ひょうごコミュニティ財団 公益財団法人 公益法人協会  

 

2018年度の事業は以下の通り 

◼ 遺贈寄付の研究・知見の集約 

➢ 遺贈寄付ハンドブック改訂版の出版 

➢ 遺贈寄付についての知見集約と最新動向研究、関心層の巻き込みを目指し、遺贈寄

付推進委員会を開催した。詳細は以下の通り。 

 第 2回遺贈寄付推進委員会：4月 16日 

⚫ 成年後見制度について（高橋理事） 

⚫ 不動産遺贈信託・遺贈不動産処分信託について（しあわせパートナーズ信

託株式会社） 

 第 3回遺贈寄付推進委員会：7月 30日 

⚫ 租税特別措置法 40条（みなし譲渡所得税非課税）の承認特例制度と、そ

れが公益法人にもたらす効果と遺贈スキームにおける実践可能性（脇坂

理事） 

⚫ 国境なき医師団・日本での遺贈－事例・課題の共有とディスカッション

（国境なき医師団・日本 シニアオフィサー 荻野氏） 

 

◼ 遺贈寄付の相談者・現場 NPO、専門家の人材育成を行う 

➢ 全国 10ヶ所で NPO向け、専門家向け研修開催 

➢ 年間 2回（6月、3月）に相談窓口向け研修を開催 

事務局が調整した研修会は以下の通り。※は加盟団体外の団体が主催した研修。 



 

 

 

日時 主催団体・開催地 内容 担当講師 対象者 参加者数 

9月18日、

19日 

地域創造基金さなぶり（東

北税理士会公益活動対策部

との連携事業） 

相続税に関する研修

会開催のご案内 

脇坂誠也、

山北洋二 

税理士の

み 

161名 

10月22日 全国レガシーギフト協会、

日本財団、JANIC、公益法人

協会、パブリックリソース

財団、ちばの WA地域づくり

基金、日本ファンドレイジ

ング協会 

NPO 向け遺贈寄付研

修、遺贈寄付アドバイ

ザー研修 

樽本哲、 

脇坂誠也、

山北洋二、

齋藤弘道 

NPO 法人

等非営利

団体 

57名 

10月22日 全国レガシーギフト協会、

日本財団、JANIC、公益法人

協会、パブリックリソース

財団、ちばの WA地域づくり

基金、日本ファンドレイジ

ング協会 

遺贈寄付アドバイザ

ー研修 

樽本哲、 

脇坂誠也、

山北洋二 

専門士業

向け 

27名 

11月18日 京都地域創造基金 遺贈寄付アドバイザ

ー研修 

江波千佳、

樽本哲、 

齋藤弘道、 

専門士業

向け 

18名 

11月21日 ふくしま百年基金 遺贈寄付の相談を受

ける人が知っておき

たい大事なこと 

山北洋二、

芝池俊輝、

本郷順子 

NPO 法人

向け 

  

11月23日 あさひかわ遺贈寄付フォー

ラム実行委員会 

あさひかわ遺贈寄付

フォーラム 

芝池俊輝 一 般 市

民、NPO、

専門士業 

  

12月 4日 ひょうごコミュニティ財団 第3回専門家向遺贈セ

ミナー 

宮 崎 洋 彰

（税理士）、

津 久 井 進

（弁護士）、

実吉威 

専門士業

向け 

14名 



 

 

 

2月 24日 佐賀未来創造基金 遺贈フォーラム（座談

会） 

星野哲、吉

武ゆかり、

塚原功、 

一般市民

及び市民

活動団体 

20名 

3月 5日 ふじのくに未来財団 遺贈セミナー  芝知美（司

法書士） 

一 般 の

方、NPO法

人、非営

利団体、

金 融 機

関、士業

等 

30 名（予

定） 

内 藤 有 紀

（三井住友

信託銀行静

岡支店） 

3月 15日 ひょうごコミュニティ財団 第 2回遺贈セミナー ― NPO、市民

活動団体

向け 

12団体 16

名 

 

◼ 普及啓発への取り組み 

➢ 日本財団助成を受け、小冊子：「未来へ思いを伝える遺贈寄付の第一歩―安心でき

る相談先をみつける 3ステップ」とショートビデオ：「未来へ思いを伝える遺贈寄

付」を作成 

➢ いぞう寄付の窓口（全国レガシーギフト協会ポータルサイト）の運営と Facebook

等を通じた情報発信。 

 

◼ 協会の基盤強化への取り組み 

➢ 公益認定申請に向けて準備を行い、公益認定委員会事務局と必要書類等のやり取

りを行った。 

➢ 過去に遺贈寄付研修を行った士業の方々へ、協会の士業登録を奨励。2017 年度末

までの合計が 23名。 

 

◼ メディア掲載(10件 昨年度より 2件増) 

➢ 2018/4/2 日刊ゲンダイ週末特別版と日刊ゲンダイデジタル  

キーワードの正体「遺贈寄付」 

➢ 2018/5/18 毎日新聞とデジタル毎日 

くらしナビ ライフスタイル「最期のお金 社会の役に」遺贈寄付  

➢ 2018/5/28 読売新聞とヨミドクター（医療、健康、介護情報の総合サイト電子版）

遺贈 思いを託す「単身高齢者増で広がり」 

➢ 2018/11/1 文藝春秋 11 月号  

· 遺贈・寄付特集 「Tax Column vol.1」寄付や遺贈で税金の控除が受けられる 



 

 

 

· 遺贈・寄付特集［大学編］「Tax Column vol.2」不動産や株式などの「みなし

譲渡課税」が非課税になる手続きが迅速化 

➢ 2018/11/1 週刊文春秋の特大号 

特別広告企画 遺贈・寄付特集「遺贈・寄付は未来を変える第一歩」 

➢ 2018/11/28 ダイヤモンド・セレクト 12 月号 

寄付・遺贈「データで知る寄付・遺贈の現状 2011 年から増えた寄付市場」 

➢ 2018/12/27 朝日新聞と朝日新聞デジタル 

ザ・コラム「亡きあと世界に 未来をつくるプレゼント」 

➢ 2019/1/8 毎日新聞とデジタル毎日 

我が遺産 社会へ「一軒家 障害者向けに 福岡」  

➢ 2019/1/11 西日本新聞とオンライン 

それっていくら？（4）「寄付 私の意志をつなぎたい」  

➢ 20192/14 日刊新周南  

まちの法律屋さん⑰ 行政書士玉野由美「遺贈寄付と全国レガシーギフト協会」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


